第１号様式（第９条第２項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　　月　　　日
（申請先）
　横　浜　市　長
　　　　                                       （申請者）
所　在　地
　　名　　　称
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　

横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付申請書

横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付要綱に基づき、次のとおり補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。なお、補助金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月30日横浜市規則第139号）及び横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付要綱を遵守します。


１　目的及び内容　　　別添事業計画書のとおり

２　交付申請額
　　￥　　　　　　　　　　　　　．－
　　※算出基礎は、事業計画書の別紙１「収支予算書」のとおり

３　施設の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　添付資料
(1)　事業計画書（第２号様式）
(2)　収支予算書（別紙１）
(3)　内装工事及び備品購入の見積書（写し） ※内装工事は、工事予定スケジュールを添付
(4)　案内図、配置図・平面図(現況及び整備後) ※屋外遊戯場を含む
     ※配置図・平面図（整備後）は施設内面積変更が伴う場合のみ
(5)  各室面積表（別紙２）
(6)　役員等氏名一覧表（別紙３）
(7)　その他市長が必要と認める書類












第２号様式（第９条第３項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事　業　計　画　書

１　施設名称等
（1） 名称

（2） 所在地

（3） 設置主体

（4） 施設種別

２　事業内容
　　横浜市一時保育受入推進環境整備事業
□　一時保育事業の開始
□　一時保育受入枠の増設
	補助対象要件の項目
	実施内容
	備考

	対象児童の最低月齢等
	
	６か月未満とすること

	一時保育受入枠の新設数または増設数
	人分
	保育所及び幼保連携型認定こども園
新設：５人以上とすること
増設：３人以上とすること
小規模保育事業
　新設：３人以上とすること
　増設：３人以上とすること

	新設または増設した一時保育受入枠のうち、定期利用（非定型的保育）の受入枠数
	人分
	新設又は増設した一時保育の受入枠の３分の１以上、３分の２以下とすること

	一般型一時保育事業の実施届または内容変更届の届出予定日

	□ 　　　年　　月　　日
□ 提出済み
	当補助金の申請内容にて事業実績報告提出までに届け出ること
一時保育事業の開始：実施届
一時保育受入枠の増設：内容変更届

	横浜市一時預かりWEB予約システムの予約受付機能の利用
	□ 申請時点で利用可能
□ 申請時点で利用不可
	事業開始日または変更適用日までに、予約受付機能を「可」とすること



　　  □　横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付要綱第４条第１項第５号に基づき、本補
助を受けて一時保育受入枠を新設又は増設してから５年経過するまで、その受入枠数を減少させないことに同意します。

３　補助金の使途










４　事業効果（一時保育の利用定員）
・既存の保育施設を有効に活用し、多様な保育ニーズに対応する。
	
	現況（※１）
	対応後

	
	
	
	必要面積
	実施場所
	空き面積

	一時保育の利用定員
	
	
	
	
	

	受入可能枠数
	０歳児
	
	
	㎡
	
	㎡

	（※２）
	１歳児
	
	
	㎡
	
	㎡

	
	２歳児
	
	
	㎡
	
	㎡

	
	３歳児～
	
	
	㎡
	
	㎡


　　（※１）事業を新たに開始する場合は「－」とご記入ください。
　　（※２）各年齢ごとに受入可能な人数を記載してください。物品購入の補助金額は０歳児～２歳児の枠数で算出します。実際の受入れは日々の申込状況に応じて行ってください。

５　施設内面積変更
　　
無・有

　　
６　連絡先担当者氏名

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




























別紙１　

収　支　予　算　書



収入合計　￥　　　　　　　　　　　　　　．－


支出合計　￥　　　　　　　　　　　　　　．－


１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	項　　　目
	金　　額
	説　　　　明

	





	





	






	合　　　計
	
	




２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(円)
	項　　　目
	金　　額
	説　　　　明

	１　備品購入費






２　内装工事費




３　その他






	



















	




















	合　　　計
	
	



※積算根拠となる見積書の写しを添付してください。

別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育所・小規模保育事業用）

各　室　面　積　表
　　　　　　　
（１）保育室等の部屋数及び面積
	区分
	部屋数
	変更前（現況）
	変更後

	
	
	壁芯面積
	内法面積
	有効面積
	壁芯面積
	内法面積
	有効面積

	０歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	１歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	乳　児　計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	２歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	３歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	４歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	５歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	遊　戯　室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	幼　児　計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	小　　　計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	一時保育室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	調　理　室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	調　乳　室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	事　務　室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	医　務　室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	子育て支援スペース
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	便　　　所
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	保育士休憩室等
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	そ　の　他
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	小　　　計
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	合　　　計
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	敷　地　面　積
	
	

	建　築　面　積
	
	

	屋外遊戯場
	基準面積確保
1/2緩和
プール遊び場　　
	基準面積確保
1/2緩和
プール遊び場　

	屋外遊戯場以外の敷地
	
	


（注）屋外遊戯場の面積は多数の児童が遊戯できる面積のことであり、敷地から建築面積を引いたものではないこと。
（注）壁芯面積・内法面積・有効面積は、小数点第３以下を切り捨てで処理してください。




（２）便器の数有効面積とは、内法面積から造り付け・固定造作物、ピアノを除いた面積です。

	
	大便器
	小便器

	乳幼児用
	個
	個

	大人用
	個
	個




（３）屋外遊戯場の面積の緩和を受けようとする場合の代替となる公園等
	公園等の名称
	

	およその面積
	

	保育所からの距離（実経路）
	



※横浜市民間保育所設置認可・確認等要綱第21条第２項又は横浜市家庭的保育事業等認可・確認等要綱第18条第2項に基づき施設規模の変更の届出を行っている場合は、届出書に添付した「各室面積表」の写しでも可。
別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（認定こども園用）

各　室　面　積　表
	区分
	部屋数
	変更前（現況）
	変更後

	
	
	壁芯
面積
	内法
面積
	有効
面積
	壁芯
面積
	内法
面積
	有効
面積

	０歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	１歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	乳　児　計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	２歳児室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保育室
	（　歳児）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	遊　戯　室
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	幼　児　計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	小　　　計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	一時保育室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	調理室・給食施設
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	調　乳　室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	事務室・職員室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	医務室・保健室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	地域子育て支援スペース
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	便　　　所
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	図書室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	休憩室
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	そ　の　他
	
	㎡
	－
	－
	㎡
	－
	－

	小　　　計
	
	㎡
	－
	－
	
	
	

	合　　　計
	
	㎡
	－
	－
	
	
	

	敷　地　面　積
	
	

	建　築　面　積
	
	

	園　　　庭
	
	

	園庭以外の敷地
	
	


　　　　　　　　　　有効面積とは、内法面積から造り付け・固定造作物、ピアノを除いた面積です。




[bookmark: _GoBack]（２）便器の数
	
	大便器
	小便器

	乳幼児用
	個
	個

	大人用
	個
	個



（３）園庭の面積の緩和を受けようとする場合の代替となる公園等
	公園等の名称
	

	およその面積
	㎡　

	認定こども園からの距離（実経路）
	ｍ　



（４）園地外・園舎外がある場合
	土地・建物の別
	
	

	所在
	
	

	面積（土地・延床）
	　　㎡
	　　　　　　　　　　㎡




※横浜市幼保連携型認定こども園設置認可・確認等要綱第20条第２項又は横浜市認定こども園認定・確認等要綱第13条第２項に基づく施設規模の変更の届出を行っている場合は、届出書に添付した「各室面積表」の写しでも可。




別紙３

役 員 等 氏 名 一 覧 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　 年   月   日現在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	役職名
	氏  名
	氏名のカナ
	生年月日
(大正T,昭和S,平成H)
	性別
(男･女)
	住  所

	代表者
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T
S
H       ．    ．
	
	



横浜市暴力団排除条例第８条に基づき、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部長に照会することについて、同意します。
また、記載された全ての役員に同趣旨を説明し、同意を得ています。


法　人  名
代表者氏名


第３号様式（第10条第１項）
第　　　号
年　　　月　　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横　浜　市　長　　　　印


横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付決定通知書


　年　　月　　日に申請のありました横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金につきましては、社会福祉法第58条、社会福祉法人の助成に関する条例及び横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付要綱に基づき、次の条件を付して交付します。


１　横浜市補助金交付金額及び交付時期（予定）

　　
　　￥　　　　　　　　　　　．－       検査(納品)完了後

　　
２　交付条件
(1)　この補助金は、横浜市一時保育受入推進環境整備事業実施のために使用し、他の事業に流用しないこと。
(2)　事業額が減額した場合には補助金交付金額を減額することもある。なお、事業額が増額となっ
　　た場合は、補助金額は変更しない。
(3)　指示したときは、速やかに報告書又は資料を提出すること。
(4)　その他、横浜市補助金等の交付に関する規則、横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付要綱の定めに従うこと。





事務担当：こども青少年局保育対策課








第４号様式（第10条第２項）
　　　第　　　号
年　　　月　　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横　浜　市　長　　　　印



横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金不交付決定通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　年　　月　　日に申請のあった横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金について、次のとおり不交付とすることを決定したので通知します。



１　不交付決定金額

　　￥　　　　　　　　　　　　　．－    



２　不交付の理由












第５号様式（第13条第１項）

　　年　　　月　　　日
（報告先）
　横　浜　市　長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （報告者）
所　在　地

　　名　　　称

　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　

横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金事業実績報告書

年　月　日　　　第　　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業実績について、関係書類を添えて報告します。

１　施設の名称

２　施設の所在


３　事業内容
　　横浜市一時保育受入推進環境整備事業

４　補助金の使途


５　一般型一時保育事業の実施届または内容変更届の提出日
　　□ 交付申請書提出時に「提出済み」の場合
　　　 →記載不要です。
　　□ 交付申請書提出時に「未提出」の場合
　　　 →（　　　年　　　月　　　日）

６　横浜市一時預かりWEB予約システムの予約受付機能の利用開始日
　　□　交付申請書提出時点で「利用可能」の場合
　　　　→記載不要です。
　　□　交付申請書提出時点で「利用不可」の場合
　　　  →（　　　年　　　月　　　日）

７　添付資料
(1)　事業収支決算書（別紙１）
(2)　内装工事、備品購入の請書等（写し）
(3)　配置図・平面図(現況及び整備後)　※屋外遊技場を含む
(4)　各室面積表（別紙２）
(5)　役員等氏名一覧表（別紙３）
(6)　購入備品及び建物内の写真
(7)　その他市長が必要と認める書類
※添付資料(3)(4)は、施設内面積変更を伴う場合又は申請時から変更があった場合に添付する。

別紙１
　　　
事業収支決算書
　　　　　



収入合計　￥　　　　　　　　　　　　　　．－


支出合計　￥　　　　　　　　　　　　　　．－

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	項　　　目
	金　　額
	説　　　　明

	
	
	

	合　　　計
	
	




２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(円)
	項　　　目
	金　　額
	説　　　　明

	１　備品購入費






２　内装工事費




３　その他


	
	

	合　　　計
	
	



支出を証明する領収書（写し）を添付してください。

第６号様式（第14条）
第　　　号
　　年　　月　　日

　
　　　　　　　　　　　様

横　浜　市　長　　　　　　印


　横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金額確定通知書


　　年　　月　　日に実績報告書の提出のありました横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金については、次のとおりその額を確定しましたので通知します。


補助金確定額　　￥　　　　　　　　　　　　　．－








事務担当：こども青少年局保育対策課








　






第７号様式（第16条）
	請求書番号
	
	
	
	
	
	



請求書

　								　　　年　　月　　日

（請求先）
　横　浜　市　長

（請求者）
　所　在　地

　名　　　称

　代表者氏名


横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金として、次の金額を請求します。

	補助金交付決定通知書番号
	　　　　年　　月　　日　　　　　第　　　　　　号

	補助金請求額
	￥　　　　　　　　　　　　　　．－

	振込先金融機関
	金融機関名
	　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　支店

	
	口座番号
	　普通　・　当座　　　　　

	
	フリガナ
	

	
	口座名義人
	




　　　　　　　　　　　　（請求者と口座名義人が異なる場合）
　　　　　　　　　　　　　本件振込みについては、上記名義人あて振込み願います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法　人　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印


（留意事項）
請求委任や受領委任を行わない場合は請求書の押印を省略できます。

第８号様式（第17条）
　
年　　　月　　　日

横浜市長

（事業実施者）　　　　　　　　　　　　　　
所　在　地
　　名　　　称
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書



　　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた、　　　　年度横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、次のとおり報告します。



１　横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金交付要綱第17条に基づく額の確定額

￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.－


２　消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.－ （補助金返還相当額）


３　添付書類
　(1)　積算内訳報告書
　(2)　課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し）
　(3)　課税売上割合、控除対象仕入税額等の計算表（写し）
















【届出方法】こども青少年局保育対策課へ提出してください。
（別紙）




積 算 内 訳 報 告 書



１　施設名




２　代表者職氏名




３　施設の所在地




４　補助金名称

　　　　横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金


５　横浜市一時保育等受入推進環境整備事業補助金交付要綱第17条に基づく額の確定額

　　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.－


６　概要















【届出方法】こども青少年局保育対策課へ提出してください。
